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産業振興・雇用対策調査特別委員会会議記録 

 

産業振興・雇用対策調査特別委員会委員長  千葉 絢子 

 

１ 日時 

  令和２年４月 15日（水曜日） 

  午前 10時３分開会、午前 11時 46分散会 

２ 場所 

  第４委員会室 

３ 出席委員 

  千葉絢子委員長、千葉盛副委員長、佐々木順一委員、軽石義則委員、岩渕誠委員、 

  神﨑浩之委員、佐々木宣和委員、髙橋但馬委員、千田美津子委員、小林正信委員、 

  山下正勝委員 

４ 欠席委員 

  なし 

５ 事務局職員 

  小志戸前担当書記、畠山担当書記 

６ 説明のため出席した者 

  岩手県立大学総合政策学部 准教授 近藤 信一 氏 

７ 一般傍聴 

  なし 

８ 会議に付した事件 

（１） 調査 

   「ものづくり中小企業におけるＩｏＴ利活用の経営戦略」 

（２） その他 

  ア 委員会県内調査について 

  イ 次回の委員会運営について 

９ 議事の内容 

○千葉絢子委員長 ただいまから産業振興・雇用対策調査特別委員会を開会いたします。

委員会を開きます前に当特別委員会の担当書記に異動がありましたので、新任の書記を紹

介いたします。 

 畠山担当書記。 

 それでは、これより本日の会議を開きます。本日は皆様のお手元に配付しております日

程のとおり、ものづくり中小企業におけるＩｏＴ利活用の経営戦略について調査を行いま

す。本日は講師として岩手県立大学総合政策学部准教授、近藤信一様をお招きしておりま

すので、御紹介申し上げます。 
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○近藤信一参考人 よろしくお願いいたします。 

○千葉絢子委員長 近藤様の御経歴につきましてはお手元にお配りしている資料のとおり

です。本日は、ものづくり中小企業におけるＩｏＴ利活用の経営戦略と題しまして、Ｉｏ

Ｔなどの技術の普及や企業における利活用について、事例などを交えながらお話しいただ

くこととなっております。 

 近藤様におかれましては、本当にお忙しいところをこのたびの御講演をお引き受けいた

だきまして改めて感謝申し上げます。これから講師のお話をいただくことといたしますが、

後ほど近藤様を交えての質疑、意見交換の時間を設けておりますので、皆様御了承いただ

きたいと思います。 

 それでは近藤様、よろしくお願いいたします。 

○近藤信一参考人 皆さん、おはようございます。岩手県立大学の近藤でございます。い

つもお世話になっております。時間を１時間強ぐらいいただきまして、お話をさせていた

だきたいと思っております。 

 私は東京都に自宅がありまして、４月 10日まで東京都におりました。皆さん御承知のよ

うに、知事からは、今は２週間は出勤してはいけないとなっておりますが、大学からも絶

対に家を出てはいけないと言われました。今は大学も２週間、東京都の人は出張してはい

けない、帰省もしてはいけないと言われております。３月 30日から２週間ずっと東京都の

自宅にこもっておりまして、新幹線は絶対に使ってはいけないという指示も受けており、

車で戻ってきております。 

 皆さん御承知のとおり、今は東京都のパチンコ屋や回転寿司などは全部閉まっておりま

して、岩手県に戻ってきたらパチンコ屋はやっているなと思い、それとともに、家を出ら

れるというのは精神的にいいんだというのを改めて感じました。私の職場は大学ですから、

個人研究室で仕事をしておりますけれども、他人と接触する機会はほとんどありません。

ちなみに、きのう１日数えてみたのですけれども、半径１メートル以内で接触した人は４

人、大学の事務の人が２人と、同僚の先生が２人だけでした。これが多分岩手県で感染者

が少ない原因なのかと思っております。 

 明日、このような中で教授会が開かれるということで、教授会には 36人参加するのです

けれども、これが一番濃厚接触ではないかという気がしております。 

皆さんの頑張りによって感染者ゼロを続けていただければ、県民としてはありがたいと

考えている次第でございます。 

 私は経済産業省の外郭団体の研究所の出身なのですけれども、もう国のほうからその研

究所にコロナ後の産業振興の依頼が来ておりまして、私はその委員会にも入る予定になっ

ております。委員長は元経済産業省事務次官ですけれども、その方からはコロナ後の産業

振興について発表してくれということを言われておりまして、情報を集めている段階にな

っております。最後のほうではそれも少しお話をさせていただきたいと思っております。  

 まず最初に、きょうのこの講演に際して私の経歴を一部、御紹介をさせていただきたい
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と思っております。 

 出身は宮城県でありまして、大学院に進んだ後ＮＥＣに入りました。前任は機械振興協

会経済研究所で、経済産業省の製造産業局、ものづくり白書をつくっているところの外郭

団体でありまして、基本財産が 200 億円と経済産業省の中では一番大きな基本財産を持っ

ている財団法人です。国で一番大きな財団法人は日本相撲協会で 900 億円ぐらいあります

が、経済産業省で一番大きいところは機械振興協会経済研究所となっております。ここの

団体は、全て、競輪の補助金をいただいて、建物を建てて、土地、建物を含めて預託して

もらっています。    

 ここの財団法人がおもしろいのは、何か国の政策があって、その後で調査をするような

民間のシンクタンクとは違って、経済産業省の、特に製造産業局が何か施策をつくりたい

ときに、県もそうだと思いますが、当然のことながら財務省に予算折衝をしなければなら

ないときの根拠資料というものをつくるのが課せられた仕事になっております。私が携わ

ったもので言うと一番大きなものは、東日本大震災のときに第３次補正予算でグループ補

助金という制度があり、1,600億円だったと思いますけれども、それの根拠資料をつくった

のが最後にして最大の仕事になっております。 

 それまでは中小企業ＩＴ経営力大賞だとかをしている、ＩＴコーディネータ協会の、Ｉ

Ｔコーディネータをつくるための制度の調査なども私が担当したこともございます。なの

で、最近ＩｏＴで名前が出てくる法政大学の西岡先生、武蔵大学の松島先生、ほかにも有

名な企業ですと由紀精密の大坪社長、そういうＩｏＴやＡＩで先端を行っている企業と十

二、三年来のお付き合いになっております。 

 では、そういう人間がなぜ岩手県に来ているのかということなのですけれども、東日本

大震災でグループ補助金をつくるときに当然調査をしないといけない。東日本大震災が起

こった直後の４月末から５月の３週間ぐらい調査に入ったのです。そのときに私の前の職

場では、危険だから調査に行くなと言われたのですが、現場を見ないと調査ができないと

いうことで、当時公共交通機関が全く動かないので、自分の車を使って部下２人を連れて、

福島県の南相馬市から入ってずっと北上しながら調査を行いました。当然原発のところは

避けたのですけれども、５月ですので、まだ飯舘村が避難区域に入っていない時期でした

ので、そこも調査しました。飯舘村になぜ入ったかというとＩＨＩだとか富士通の下請が

いっぱいあるのです。海岸線を抜けて宮城県の丸森町に入って、宮城県を抜けて岩手県の

陸前高田市まで３週間かけて現場調査をしました。 

 そのときに、グループ補助金という制度はあまり意味がないのではないかという意見を、

現場の実態調査から出したのです。当時民主党政権でございましたので、そのときに経済

産業省から来ていた政策官が、政策的にやらないといけないということでしたが、現場で

は要らないと、県単位で基金をつくっても意味がありませんよと、大企業の下請企業とい

うのは県単位であるわけではないので、県を越えないと意味がありませんよということを

提言したところ、それでは困るということで、報告書を書きかえなさいと言われたのです。
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私は言うことを聞かないタイプの人間ですので、現場がやっぱり大事ですと、現場の声を

書きかえるというのは研究者にとってはデータの改ざんになってしまうので、絶対にでき

ませんと言ったのですけれども、横にいた上司から業務命令だと言われたので、わかりま

したということで、その翌年に辞めたという経験を持っております。 

 そのときにたまたまこういうことがあって嫌だと思って、辞めようかなという話をして

いたときに、岩手県の商工労働観光部長だった相澤徹さんが当時県立大学の理事長だった

のですけれども、だったらポストをつくるから来ないかと言われて、それがたまたま企業

論、中小企業論という科目だったということです。 

 当時の理事長の相澤さんになぜこういう科目をつくるのですかと聞いたら、岩手県には

経営戦略の先生がいないので、当時の震災復興のときに産業の委員会をやっても必ず東京

都の先生を呼ばないといけないということがあって、カリキュラム改正して総合政策学部

に科目をつくってもらいますので近藤さん受けませんかと言われて、わかりました、じゃ

あ考えてみますねと書類を送ったら、１週間後に決まったというわけです。10 月に来てく

れと言われたのですが、それは無理だったので、３月から来たということで、それ以来ず

っと岩手県にいるという形です。なので、妻に何も相談することなく受けてしまいまして、

当時子供はまだ小さかったのですけれども、妻はたった一言、私は行かないよと言われた

ので、宿舎はありますかと聞いたら、あるというので、今宿舎住まいをして､楽しい楽しい

単身赴任生活ですが、こういうときはちょっと寂しいと思ったりします。ただ、コロナ疲

れでＤＶがふえている昨今ですと離れていたほうがいいのかと思ったりもしておりますが、

いい距離感を保って楽しんでおります。そういう経緯で岩手県に来たということをひとつ

お伝えしたいのと、もう一つが私の経歴で、この講演で一番重要な部分ですけれども、国

際戦略経営研究学会で戦略経営というものを学んでいます。なぜ戦略経営を専門にしてい

るかというと、早稲田大学のアジア太平洋研究科というところを卒業しておりまして、こ

れはいわゆるビジネススクールなのです。慶応大学で言うと経営管理研究科となりますが、

一言で言ってしまえばアメリカの経営学を教えているというところで私は学んだというこ

とになります。 

 今度お札が渋沢栄一になりますが、渋沢栄一は、会社は社会の公器である、と公を優先

しなければならないということを言ったのです。それで、日本商工会議所を設立している

わけですけれども、企業は利益を追求するのではなくて、先に社会貢献をしなければいけ

ないということを言っているのです。 

 それに対して、アメリカの経営学は何かというと、ロックフェラーなどの大財閥に代表

されるように、まず利益を追求しなければなりません。そして、会社は誰のものかという

と株主のものであって、株主に還元しないといけないということをアメリカの経営学は言

っているのです。 

 なので、アメリカというのは当然株主にたくさん還元した経営者が最も優秀な経営者で

あり、株主第一主義を掲げます。株主は当然短期間でお金を稼がなければいけませんので、
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株価を重視して短期の収益というものを非常に重視します。日本だと、ソフトバンクの孫

正義社長であったり、楽天の三木谷浩史社長であったり、ユニクロをやっているファース

トリテイリングの柳井正社長なんていうのがここに当てはまってくるわけです。彼らは皆

アメリカの経営学を学んでおり、アメリカでＭＢＡを取ったり、もしくは日本国内のビジ

ネススクールで学んでいます。 

 一方、渋沢栄一の考え方、会社は社会の公器である、とは、長期的に考えて、まずもう

けてはいけないということです。会社は誰のものかということを今風にいえばステークホ

ルダー、従業員のもの、地域のもの、社会のものという考え方なのです。したがって、従

業員も非常に大事であるという考え方なのです。こういうコロナ騒動がある中で、絶対従

業員の首を切ってはいけないと思っています。アメリカは別です。従業員はツールにしか

すぎませんので、今もばしばし首を切ります。今週 1,600 万人が失業すると言われていま

すけれども、ばしばし首を切るのは当然だというふうに考えています。日本はそうではあ

りません。渋沢栄一の経営法を引き継ぐ日本の経営学の偉人たちというのが、皆さん御承

知のところで言うとパナソニックをつくった松下幸之助、また戦後ソニーをつくった井深

大、盛田昭夫、あとホンダ技研の本田宗一郎、この日本式の経営学で生き残っているとい

うか、現存している最も偉大な方と言われるのが京セラの稲盛和夫になるのです。彼らの

特徴的なのはリストラは絶対しないのです。整理解雇というのは絶対にしません。従業員

は宝物であるというふうに考えています。 

 そういった経営学を教えているところというのはわかりやすくいうと昔の商学部に当た

ります。だから、早稲田大学でいくと早稲田大学の商学部がそこに当てはまりますし、慶

應大学の商学部というのはそういう方々が多くいらっしゃいます。 

 今風のアメリカの経営学を教えているのはどこかというとビジネススクールであったり、

1990 年代からでき始めた経営学部はこの範疇に入ってくる形になります。したがって、私

は早稲田大学のビジネススクールで学んでおりますので、アメリカの経営学を身につけた

人間であるということを御理解いただきたいと思います。これは後ほど大きくかかわって

きます。そう考えると、渋沢栄一が日本のお札の１万円札になるというのは大変興味深い。

私などは、日本というのはここに来て渋沢栄一かと思うのです。 

 余談ですけれども、明治時代には経営学に大きな２流派があったのです。渋沢栄一が設

立した商工会議所を中心とする、今風でいうと組織論の会社。一方、ロックフェラーなど

そういったアメリカの大財閥の系譜の流れを継ぐ財閥型、三菱、三井や安田などは、ばん

ばん、ばんばん稼ごうという人たちの対立構造があり、戦後財閥は解体されてしまうわけ

ですけれども、今この時代に渋沢栄一が日本の１万円札になるということは、私的には象

徴的だなというふうに思っています。わかりやすくいうと将来的には稲盛和夫が日本のお

札の肖像になるとしても、柳井正社長とか孫正義社長は絶対にならないということです。

私はどちらかというとそちらの学問です。そういう学問を学んできた人間だということで

す。これは後ほど話にかかわってきますので、御紹介をさせていただきました。 
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 では、これを踏まえて、ものづくり企業のＩｏＴ利活用の経営戦略を考えましょう。ビ

ジネスモデルと競争優位性の視点からの考察、このテーマを私が考えるようになったのは

なぜかということなのですけれども、もともとこの研究テーマをスタートさせたのは 2017

年度なのです。当然その前の 2014 年、2015 年、2016 年ぐらいからずっと私はデジタルだ

とかＩｏＴだとかを研究してきておりましたので、もっと前から考えておりますけれども、

2017年度にはＩｏＴだということになりました。 

 なぜ経営戦略でＩｏＴを考えないといけないのかということなのですけれども、今から

３年ぐらい前ですけれども、いろいろなホームページを見たり、展示会やセミナーに行っ

ても、ほとんどが技術の話なのです。皆さんの中にも理系の方がいらっしゃるかもしれま

せんが、私は文系の人間ですので、技術のことは正直どうでもいいのです。もちろん大事

なのですけれども、企業経営から考えた場合に、技術はわかるのだけれども、導入するか

導入しないか、この判断をするための情報提供がほとんどないのです。どういうことかと

いいますと、ＩｏＴという新しい技術がある、ＡＩについてもいろんなセミナーがある、

技術論だとＡＩではこんなことをやります、ＡＩではこんなことができますというのがた

くさんあります。でも、ある企業がうちはＩｏＴを導入する、うちはＡＩを導入する、と

いうときに導入するかしないかの判断となるような情報はほとんどなかったということな

のです。岩手県においては全くないという状態でした。でも、経営者にとっては、ＩｏＴ

を導入するか、ＩｏＴを導入しないか、ＡＩを導入するか、ＡＩを導入しないか、この判

断を決めなければ対応策を打てません。導入すると決めたら、どんな技術があるのか、ど

ういう導入の仕方があるのかということはいくらでも出てきます。導入しないならどうい

う対策を取らなければいけないのかということもわかります。しかし、導入するかしない

かの情報提供というのはほとんどないということなのです。そこで、私はそれは必要な情

報だと考えました。 

 たまたまですけれども、私はアメリカの経営学を学んでおりますが、皆さんにわかりや

すい話をすると、オープンイノベーションという言葉を１回ぐらいは聞いたことがあると

思います。オープンイノベーションという言葉をつくったのは、アメリカの経営学者クリ

ステンセンという方ですけれども、今般亡くなってしまいましたが、私はお会いしたこと

が２回ぐらいあります。彼があるとき講演でオープンイノベーションにとって大事なのは、

技術的インプットではなくて経済的アウトプットなのだと言ったのです。わかりやすくも

っと簡単に言うと、技術よりも経済、つまりビジネスモデルが大事なのだと、どんな技術

でももうからない技術は意味がない、それをもうかるようにするのがオープンイノベーシ

ョンなのだということを彼が言ったのです。だったら、ＩｏＴの経営戦略の視点から、特

にビジネスモデルの観点から考えなければいけないのではないかということで私は研究を

スタートしたというのが最初になっております。なので、ビジネスモデルということにこ

だわっておりますし、私はアメリカの経営学を学んでおりますから、まずどうやったらＩ

ｏＴでもうけられるか、もうける道がわかっているのであれば、ＩｏＴをやろうというこ
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とが決められるわけです。そうは言ってももうかりそうもないから､ＩｏＴをやめて別の方

法を取る、これも全然構わないです。経営者の視点に立ったときにＩｏＴをどうやって経

営に生かすか、特にビジネスモデルの観点から研究をしているというのが私のスタンスに

なっており、2017年度から研究を進めているということです。 

 先ほど委員長から少し時間を延長してもいいと言われたので、余談を話しながら進めて

いきたいと思います。ここ何年か非常にいろんなところへ講演に呼んでいただいておりま

すが、岩手銀行から、中小企業にとって今ＩｏＴなのはなぜでしょうかということを言わ

れたのです。それで、考えてみたのがこの資料になります。 

 2017 年のこの論文を発表した当時、2017 年、2018 年は全く講演に呼ばれませんでした。

その当時は技術の話で呼ばれる人が多かったと思うのですが、私のような経営学の人間は

全く呼ばれなかったのです。今呼ばれるようになったのはなぜかということを考えてみる

とこういうことではないかと思うのです。 

 ＡＩも含めてＩｏＴということですけれども、なぜＩｏＴは中小企業で活用がメインに

なってきたのか。今まさにメインです。なので、今日も委員会に呼んでいただいたと思う

のです。３年前の私が論文を発表した当時だったら、まだまだ先の話だということで終わ

ったと思います。でも、今は中小企業は、ＩｏＴがど真ん中になりつつあります。その話

を少ししてから本筋に入りたいと思います。 

 ある中小企業の経営者がこういうことを言っているのです。ウェアラブルＩｏＴという

のは、アーリーアダプター向けのビジネスモデルだったが、今や普及段階になってきてい

ますよと。つまり、既にＩｏＴというのは最先端の技術ではなくて、コモディティ化した、

汎用化したツールなのだということが言われ始めています。では、なぜ汎用化したツール

なのだろうということなのですけれども、こういう図を出すと学者っぽくて好きなのです

けれども、頭を柔らかくして聞いていただければと思います。経営学にこういうフレーム

があるのです。これは、イノベーターの普及曲線と言われるものです。新しいものを取り

入れようというときに何％を超えれば普及段階になって普及が加速するのか。きょう、タ

ブレットを持っている方も多いと思うのですけれども、それも当てはまりますが、もっと

言うとデジタルカメラがフィルムカメラから切り替わったときの普及曲線だとか、あとＶ

ＨＳからＤＶＤに置きかわったときの普及曲線だとか、スマートフォンの普及曲線なんか

でもこれら全て当てはまる、イノベーターの普及曲線のモデルというものがあります。こ

の普及曲線は、詳しくはインターネットでいっぱいありますが、ポイントは１個だけなの

です。これは、イノベーターというものとアーリーアダプターです。イノベーターという

のは革新もの好き、新しもの好きですね、並んでまでも新しいものを手に入れたい人達。

アーリーアダプターというのは、そこまでではないのだけれども、新しいものが入ったら

関心を示す人達。このイノベーターとアーリーアダプターの２つの層で 16％を超えると一

気に普及が加速するというモデルになります。 

 今新しい技術がどこに当てはまるかというと、まさにＡＩはこのアーリーアダプターの
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段階、イノベーターと言われるところにあるのは５Ｇかと思います。なので、大企業の講

演に呼ばれることがあるのですが、ほとんど５Ｇの話です。ＡＩで呼ばれることすらあり

ません。ＮＥＣだとか東芝のような大企業には、ＡＩの話をしてくれとは一言も言われま

せん。５ＧとＡＩの絡みは言ってくれとは言われますが、５Ｇの話ばかりです。 

 アーリーアダプターの人たちはどうかというと、ＡＩで呼ばれることが多いですね。つ

まり、中小企業でも先端的な取り組みをしている人たちとか、ちょっと大きめの企業なん

ていうのはまさにアーリーアダプターに入っていますので、ＡＩの話をしてくれというの

が今は多いです。今、中小企業が何に興味があるかというとほとんどがＩｏＴなのです。

既にＩｏＴは、このアーリーアダプターとイノベーターの普及曲線の 16％を超えつつある

というところです。したがって、今は中小企業の領域なのです。 

 これがイノベーターの普及曲線の下のところにロングテールモデルと呼ばれるものがあ

ります。ロングテールモデルというのは何かというと横軸に時間、縦軸に売上げ、収益と

いうものを取ったときに、最初の時間軸が早いほうが利益が高いということです。当たり

前の話ですよね。最初に商品を投入したものは値引きはされないわけです。研究開発費が

かかっているので、当然値段も高いです。でも、売上げも高くなるという商品になるので

す。なので、大企業から見ると既にＩｏＴはビジネスのメインではありません。ＩｏＴを

自分たちでやろうというＮＥＣとか東芝とかパナソニックはありません。それは中小企業

と組むならいいかなぐらいの話で、ＮＥＣの展示会とか東芝の展示会に呼ばれて行くとＡ

Ｉのビジネスなんかは少なくなってきて、ほとんど５Ｇのビジネスです。つまり、ここに

莫大な研究開発投資をかけたので、値段の高いうちに早く売上げの回収をしたいというの

が彼らの考え方なのです。 

 先ほど言った中堅どころの企業が今アーリーアダプターにがんがん入ってきているので、

まさにＡＩ領域の段階ということになります。 

 宮城県のシステムエンジニアリングスという企業とお付き合いしているのですが、従業

員が大体 280 人ぐらいの企業です。中小企業でも大きめのところ、もしくは大企業でも小

さめのところというところがＡＩの利活用を考えております。システムエンジニアリング

スは、売上高が 30億円の会社で今年度ＡＩに投入する予算を１億円取っているというので

す。まさにそれぐらいの企業の規模だとＡＩが入ってきます。 

 一方、ＩｏＴは何かというとまさに中小企業の範囲なのです。なので、従業員が数十人

の企業でＩｏＴの導入をどうしようかということを考えているのが今の段階です。 

 当然３年前は、イノベーターがＡＩ、アーリーアダプターがＩｏＴをやっていて、５Ｇ

はいないわけですね。１個ずつずれていますので私は呼ばれなかったということなのです。 

 研究というのは、世の中のブームになってから研究しても何の役にも立ちませんので、

世の中の先を進む研究をしないといけないということなのですけれども、ようやく私が研

究した成果をお話できる段階に入ってきたということなのです。なので、中小企業の領域

というのは、まだＡＩに行ってないというのが正直私の考え方になります。恐らく３年か
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ら５年後あたりはこれが一個一個進んでいくわけです。なので、ＩｏＴは恐らく小規模企

業の領域に入ってきます。従業員が 10人、15人ぐらいの会社、売上高でいくと１億円から

１億 5,000万円ぐらいの企業でもＩｏＴというのを言い始めると思います。 

 ＡＩについて言うと、この後３年から５年ぐらいで、いわゆる中小企業、売上高 10億円

未満ぐらいで従業員数 100 人ぐらいの会社でＡＩというのを言い始めます。小規模企業は

ＩｏＴの段階であって、ＡＩではありません。そうなると、今、ＡＩの研究もしておりま

すが、当然この委員会でもＡＩでまた呼んでいただけることになるのかというふうに思っ

ております。 

 今回は、中小企業で今まさにメインになってきたこのＩｏＴについてお話をさせていた

だきたいと思っております。ちょっと補足ですけれども、大企業はもう既にＩｏＴに興味

はない、既にＡＩにも興味がなくなってきています。したがって、大企業と中堅中小企業

の５Ｇ、ＡＩ、ＩｏＴを組み合わせた何かサービスや物をつくるとなると、大企業は既に

ＡＩ、ＩｏＴをビジネス領域として考えていませんので、企業間連携をすることになりま

す。なので、何でこの企業がこんな大企業と連携するのだということがよくあるのです。

岩手県の中小企業がＮＥＣと提携するということが発表されたりしますが、ここは簡単な

のです。大企業から見るとＡＩ、ＩｏＴはビジネス領域ではなくなってきているので、企

業間連携でやりましょうという話なのです。 

 ちなみに、近藤研究室では今年度から東芝と中小ベンチャー企業のオープンイノベーシ

ョンのワークショップに参加することが決まっています。そこに当然岩手県の中小企業も

一緒になって、東芝が５Ｇとか通信技術を出すので、中小企業はＩｏＴとかのアイデアや

場を提供しましょうなんていう取り組みにうちのゼミでも参加をしようかと、まさに企業

間連携が一つのキーワードになってくるのかと考えております。 

まさに今中小企業にとってＩｏＴが主戦場になりつつあるのだというお話をさせていた

だきました。これらのことを踏まえてようやく本題に入ってきますが、ＩｏＴというのは

３年ぐらい前に研究したものになります。当然事例としてはブラッシュアップをしており

ますので、ぜひそれも踏まえてお話をさせていただきたいと思っております。 

 ＩｏＴを研究するときに受動的対応と能動的対応に分けて研究を進めます。受動的対応

とは何かというと、例えば自動車部品の会社とか下請協力企業が、トヨタがＩｏＴをやっ

たから、東芝がＩｏＴをやったから、うちの会社も東芝やトヨタからＩｏＴをやれと言わ

れた、したがって仕方なくやろうというのが受動的だと捉えます。一方、能動的とは何か

というと、どうもＩｏＴという新しいツールができてきた、だったらこれを積極的に活用

して、うちの会社の経営戦略に生かしていこうというふうに考えるのが能動的対応と捉え

ました。きょうは時間の関係で、こちらの能動的対応のほうだけお話をしたいと思ってお

ります。 

 受動的対応というのは、トヨタとの関係だとか、東芝との関係だとかというのもありま

すし、この界隈で言うと東京エレクトロンがまさにこれをやりはじめております。東京エ
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レクトロンが奥州市で倉庫をつくりました。あれはまさにＩｏＴ化のためなのです。そう

すると、今までは紙で注文が来て紙で納品すればよかった。でも、これからは東京エレク

トロンの下請企業というのは、デジタルで注文が来てデジタルで納品しないといけない。

そして、いつ、誰が、どこで、何時何分にどんな加工をしたのか、どういう工具でつくっ

たのかというデータも、当たり前ですけれども、故障した際の統計を取るためにデータと

一緒に納めなければいけない。まさに自分の会社もＩｏＴ化していないと東京エレクトロ

ンと取引ができなくなってしまうというのがこの受動的対応となります。 

 今まで大企業からは紙で注文が来て、いいものをより安く、より早くつくり、紙の伝票

を付けて納めるだけでよかった。これからはどうなるかというと、リアルタイムでデータ

連携をしないと、いいものをつくったって取引をしてもらえない時代が来てしまう。まず、

データ連携ができないところは取引先としてはなくなってしまうということになります。

大企業はいろんな共同企業とデータ連携をしようとしているのだから、データ連携できな

いとつまはじきになってしまうということなのです。したがって、今東京エレクトロンの

子会社、協力会社は、どこもＩｏＴ化を進めてきています。こういうのが受動的対応にな

ります。 

 現実に、コマツが同じことをしているのです。コマツの自社の工場と、下請協力企業を

データで連携しましょうということで、大阪工場で取り組みをし始めました。そうすると、

おもしろいことに生産性が２倍になる。トヨタのカイゼン活動というのは数％なのです。

この前トヨタの下請企業に行ったところ、年３％のカイゼンを 10年間言われているという

ことでした。単純計算すると 30％ぐらいなのです。ところが、ＩｏＴでデータ連携するだ

けで生産性が２倍になるのです。劇的に変わるということも言われております。したがっ

て、発注企業というのは下請協力企業とデータ連携をすることによって生産性を劇的に改

善させたいということを考えております。 

 では、中小企業はどうか。岩手県では平野製作所という会社が北上市にありますが、実

際に平野製作所は既にコマツとつながっております、昨年の８月からつながっているとい

うことです。この会社は、建設機械はコマツのみとしかお付き合いしてない。トラックで

は、日野自動車、いすゞと付き合っている。同じ機械でコマツの部品をつくるときもあれ

ば、日野自動車の部品をつくるときがあるということなのです。データ連携をどうしてい

るのかと聞いたら、トラックの部品を削るときは端末を切り、コマツの部品のときはもう

一度つなぐということなのです。コマツはつなげないと納品させてくれないためです。で

も、それでは建設機械ではコマツ以外とお付き合いできませんよねと言ったら、だから、

うちはこれからは建設機械はコマツのみとしかお付き合いしません、建設機械はコマツ１

社に依存し続けますということを言うのです。 

 受発注間によってデータを渡すというのは、皆さんで言うと、財布の懐を一般に公開す

るということです。いつ、どこで、誰がどんなふうに稼いだか、財布の中身は見られたく

ないじゃないですか。人間というのは必ずやましい部分があると思いますので、見られた
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くないですね。 

 でも、信頼関係だということなのです。コマツから見ると、この平野製作所がいつ、ど

こで、どれぐらいの時間で加工しているのかというのがわかりますから原価がわかるわけ

ですね。この見積もりは本当は高いのではないかとすぐにわかる。けれども、それは信頼

関係のもとで成り立っているのでいい、と平野製作所は言っております。 

 私としては、これを下請中小企業の自立化というものに使えるのではないかというふう

に考えました。本来下請中小企業の自立化というのを縦軸、横軸で考えると、縦軸に価格

交渉力があるかないか、横軸に受注型か自前型かということを考えるのです。当然のこと

ながら価格交渉力がなくて言われたものをつくるだけの下請企業はつらいです。そこで多

くの中小企業に研究者は、自前の商品をつくろうと言うのです。自前の商品や自前の技術

を持てば、価格交渉力を持てるのではないか。そのために何をするかというと、研究開発

に力を入れましょう。研究開発を中小企業が１社でできるかというとできません。どうす

るのか。産学連携でやりましょう。大学とか公設試験研究機関を使って一緒に共同研究を

してくださいということです。新しい技術や新しい製品を手に入れれば独立できて、価格

交渉力を持って、下請から脱せますよ、これが脱下請だと言われるのです。ほとんどの中

小企業は、関満博さん、橋本久義さんなどの中小企業の研究者の話を聞いて、よし、自分

も新しい技術を持とう、新しい製品を持とうということで研究開発に邁進します。 

 ところが、研究開発はほとんど成功しません。大学発ベンチャーという経済産業省の取

り組みがありましたけれども、1,000 社つくって、10 年後３社しか残っていません。ほと

んどだめになっています。岩手県でうまくいった事例は何かというとコバリオンぐらいで

す。 

 でも、今の中小企業の経営者というのは下請から脱するにはここしかないのだと思って

いるわけです。そこで、私としては、いや理論的には、受注なのだけれども価格交渉力を

持つという方法、自立型下請というのもあり得るのではないですかということを考えます。

それがまさにＩｏＴを使えば達成できるのではないかということを今考えています。それ

をまとめたのが 24ページの図になります。 

 下請中小企業というのは、かつては縦軸が取引数が多いか少ないかで、１社依存度が高

いか低いか。取引数が少ないと１社依存度が上がる。したがって、この青が取引数、黄が

１社依存度で逆の関係ですね。 

 これは、1970年代、1980年代の日本が高度成長期で、行け行けどんどんだった時代とい

うのは、仕事は親企業が落としてくれる。なので、特定の親企業とお付き合いしておけば

何とか回っていた。したがって、取引先というのは集中していて、１社依存度が非常に高

かった。ところが、バブルが崩壊して親企業が弱くなる。そうすると、親企業に頼れない。

そのときに中小企業の研究者たちは取引先を分散化して１社依存度を下げなさいと言った

のです。2000 年代に入ってからも中小企業の研究者というのは取引先を分散化させて、１

社依存度を下げたままでいくというのが一番いいのだということを言ったのです。繰り返
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しますが、オンリーワン、新技術や新製品を獲得して、価格交渉力を持って独立型になる

というのが中小企業の生き残る道だということなのです。 

 確かに中小企業の立場から見ると、これはいい、ということになります。ところが、私

は違います。なぜかというと、大企業の研究者、そしてアメリカ型経営の研究者ですので、

発注側から見たら、みんなオンリーワンの技術を持って、かえがきかない。 

 私はアイフォンを持っておりますが、アイフォンというのは皆さん最先端商品だと思っ

ていませんか。アイフォンというのは極めて低スペック商品なのです。なぜかというと、

今中国のカメラの画素数は１億画素なのです。でも、アイフォンのカメラはせいぜい 3,000

万画素です。画面もシャープでつくれる一番いい液晶だとか、ソニーでつくれる一番いい

有機ＥＬなんか使ってないです。なぜかというと複数購買しているからです。１社からし

か買えない部品というのは、その会社が経営難になったときにアイフォンがつくれなくな

るからということで、必ず、日本と台湾から調達できるとか、日本と韓国から調達できる

とかということなのでアイフォンは全然最先端商品ではないです。ただなぜ高いかという

と、単にブランドがあるからですね、アイフォンを持っていると格好いいという考えなの

ですけれども、スマートフォンの機能だけを考えればサムソンを買ったほうがいいですし、

中国のメーカーのものを買ったほうが全然いいです。 

 アップルから見れば、複数購買をしないといけない。オンリーワンの部品をつくってい

る会社というのは危険でしかないと判断されてしまうわけです。でも、部品供給側から見

ればいいわけです。だって、うちから買わなければ売らないよ、この値段で買わなければ

売らないよとなる。発注サイドと受注サイドの考え方は違いがあるので、中小企業にとっ

てはオンリーワンがいいのだと思われるかもしれませんが、発注サイドから見るとそうで

はないということになります。 

 そこで、私は今こういう提案をしております。ナンバーワンになればいいということで

す。ＩｏＴを活用してデータ連携をすることによって顧客を囲い込むのです。積極的に顧

客に取り込まれることができれば、大企業にとって、おたくの会社と付き合うとメリット

が多いというふうに感じることができる。それを示したのが先ほどのこの図なのです。大

企業がデータ連携をしたいと言っているのであればデータをつないであげる、積極的に取

り込まれる。そのことによって下請中小企業というのは、うちはデータをあげます、だか

ら価格が多少高くても買ってくださいと言える。品質がちょっと落ちるかもしれない、２

番手かもしれないが、御社に信頼関係をもとにデータを渡しますよということができれば

価格を少し上げる交渉ができるかもしれない。実際それをやっている会社が先ほど挙げた

平野製作所です。 

 私としては、今まで中小企業というのはオンリーワンを目指してきたというのから、ナ

ンバーワンを目指す。したがって、取引先数を減らしていって、１社依存度をもう一度上

げていくというような政策も経営の選択肢としてあり得るのかと考えます。 

 ところが、岩手県の政策もそうですし、国の中小企業政策もそうなのですけれども、ほ
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とんどオンリーワン戦略しか支援しません。新しい技術開発をしましょう、ＪＳＴにメニ

ューがあります、産業技術総合研究所にもメニューがあります。ところが、ナンバーワン

になるためのデータ連携に取り込まれるための支援は何があるかというと、ほとんどない

ですね。なので、今は経営者としてはオンリーワン戦略をやらざるを得ないという状況に

なっています。 

 私としては選択肢を二つ示すことによって、経営者にはどちらかを判断してほしい。う

ちはやっぱりオンリーワンでいくのか、取引先のナンバーワンでいくのかというのを決め

ていただく。そして、それに対してそれぞれ政策メニューがあればいいのではないかとい

うふうに考えております。こちらが受動的対応と呼ばれるものですね。親企業と下請中小

企業との関係でのＩｏＴになります。 

 きょうの話はこれだけだと半分になりますので、もう一つのほうをお話ししたいなと思

います。それが能動的対応と呼ばれるところになります。 

 経営戦略で能動的にＩｏＴを積極的に使いましょうというのを考えたときに、最初に考

えなければならないのはこの話なのです。経営戦略には二つの大きな流れがあります。一

つ目が競争戦略論。有名なのはマイケル・ポーターを中心とする競争論。これは戦略経営

と呼ばれるものですけれども、わかりやすく説明させていただきたいと思います。 

 競争論は何かというと、業界や自社の競争状態によって事業の成功が左右されると考え

て組み立てられた戦略です。どういうことかというと、競争を重視するのです。つまり、

誰かに勝つということを考える。なので、競争相手を想定して、Ａ社がＢ社に勝つために

は、うちは一体何をすべきか。うちの持っている経営資源、つまり人と物と金と情報とブ

ランドの五つを使って相手をたたき潰すために何をやるか。うちは金はある。だったら、

この金をいかに有効的に使って競争相手を潰そうかと考える。うちには人材がある。だっ

たら、それをいかに使って競争相手を潰そうかと考える。もしくは、うちは人が弱い。だ

ったら、人はどうやって獲得すればいいのか。今すぐ育てるには時間がないですよね。な

ので、競争に勝つためには時間が大事ですから、当然のことながら、人が必要だったらヘ

ッドハンティングして獲得していく。だから、ユニクロは中途採用を重視するわけです。

育てる気なんてありません。ソフトバンクもそうですね。経営者もヘッドハンティングし

ています。優秀な経営者はヘッドハンティングしてくればいいという考え方です。つまり、

競争相手に勝つということを考える、これが戦略なのだということです。したがって、自

社以外の外部環境、競争相手を非常に重視するわけです。 

 そのときの競争優位とは何かというと、Ａ社がＢ社に勝った。Ａ社はその時点では勝っ

ているわけですね。だから、優位に立っている。けれども、負けたＢ社は負けたままでい

るかというと、そうではない。当たり前ですけれども、努力します。なので、競争論にお

いては、Ａ社がＢ社に一時的に勝ったとしても、それは一時的なことにしかすぎない。Ｂ

社はもう一回それからリベンジをしてくるので、その勝ったという優位性は続くとは限ら

ない。 
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 おもしろい例があるのですが、コダックと富士フィルムは長年のライバルでした。コダ

ックに、富士フィルムの古森重隆社長は勝ち、コダックは倒産しました。古森重隆社長に

私はインタビューしたことがあります。古森重隆社長はいつも、うちは危機感がない、う

ちだっていつ潰れるかわからない、と言うのです。なぜそんなことを言うのかと思うので

す。富士フィルムは営業利益が 18％の会社です。なぜかというと、きょうは勝っても、ど

こかの会社に明日負けるかもしれないので、競争論をやっている会社は必ず危機感を募ら

せなければならない。危機感を募らせるということが大事なのです。一時的な優位だから

こそ、うちは慢心してはいけないのだということを常に言っている。これが競争論ですね。

そのために戦略を考えるというので、戦略経営だということになります。古森重隆社長と

か、柳井正社長とか、三木谷浩史社長というのは常に危機感を持ち、そして新しいことを

やって競争相手に勝つということを常に考えているタイプの経営者です。その競争優位と

いうのは一時的なものなのだということですね。 

 もう一つ、経営学には二つ目の組織論と呼ばれるものがあります。これはバーニーを中

心に考えられていたのですけれども、何かというと企業の内部リソース、経営資源に事業

の成功は左右される、わかりやすく言うと競争相手を想定しないということです。優秀な

人を育て、お金の手当てをちゃんとして、いい設備を持って、そして情報収集力があって、

かつブランドを持っているいい会社だから、どんな時代でも、どんな環境でも、どんな局

面でも、うちの会社が強ければ絶対に生き残れるのだという考え方がこの組織論の考え方

です。なので、この組織論の会社というのは育てた人材は大事ですから、リストラを絶対

にしません。リストラをしないので、強い組織をつくることが大事なのです。強い組織を

つくるためには何かというと、一つの理念、哲学のもとに集まった組織というのは強くな

ります。企業で哲学とは何かというと経営理念です。 

 パナソニックの松下幸之助が考えた水道哲学とか、稲森和夫さんのフィロソフィ経営な

んていうのがあるわけです。稲森さんなんか利他の心と言ったりしますね。水道哲学のも

とにパナソニックに皆さんが集まってくる。利他の心、稲森さんの哲学に引かれて人が集

まってくるなんていうのがまさに組織論であり、そして強いその理念のもとで人を育て、

お金や経営資源を用意して強い組織をつくればどんな時代、どんな環境でも生き残れると

いう考え方がこの組織論の考え方になります。したがって、競争相手は想定していないと

いうことなのです。大きくこの二つの流れがあるということを押さえていただきたいと思

います。 

 私は国際戦略経営研究学会の理事ですので、競争論、戦略経営論の方に入ります。戦略

経営論を全国で表彰している賞が一橋大学大学院の国際企業戦略研究科にあるのですが、

ユニクロのファーストリテイリングが受賞しているのです。星野リゾートの星野社長も受

賞しているのです。中川政七商店も受賞しているのです。まさに、いかにして企業を大き

くしていって、利益率が高いことを目指すかということを考える人たちが表彰されていま

す。 
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 一方の組織論というのは、利他の心もそうですけれども、もうけてはいけないのです。

まず利益を追求してはいけない。従業員の幸せとか、地域への貢献だとかを考えないとい

けないということで、地方の中小企業というのはこちら側が圧倒的に多くなっています。

地方の中小企業には、競争論はほとんどありません。東京都のベンチャー企業や大企業と

いうのはほとんどが競争論になります。地方の中小企業というのは、地域理念経営である

ことが多いです。 

 理念経営を重要視している中小企業団体が中小企業家同友会で、岩手県にも岩手県中小

企業家同友会がありますが、彼らは理念経営を行っている。私は経営者の人とよく飲み会

をするのですけれども同友会の講師としてはほとんど呼ばれません。私は競争論の考え方

なので、内容に合わないので、断るという考えなのです。個々の中小企業の人たちとは仲

がいいですよ。 

 なぜ地方の中小企業は理念経営をやるのか、組織論で運営されているのか、これは単純

なのです。競争論の場合、うちの会社は誰のものですかと聞くと、株主のものですと答え

るのです。したがって、株主を重視する経営を行う。岩手県でそういう中小企業がいたら

従業員は集まりませんし、そんな企業の商品を買おうとする人はいません。したがって、

地方においては組織論でなければならない。だって、おまえは無能だから、新しい人を雇

うよといっても新しい人は誰も来てくれないわけです。そんなので辞めさせられたら、多

分不平不満を言うわけです。人が集まってこないということになりますので、地方は押し

なべて組織論の会社が多いということになります。 

 東京都のベンチャー企業とか大企業というのは株主を重視して、株主に還元をするとい

うことになりますから、利益率を重視する。そして、利益をたくさんたたき出す経営者が

株価を上げて優秀な経営者として判断されるという形になります。 

 これはどちらが優秀かということではありません。競争論でもユニクロとか、ソフトバ

ンクとか、楽天とか、最近だと私がよく見るのがニトリとか、アイリスオーヤマなどはこ

ちらの範疇に入ります。こういう人たち、もちろん優秀な経営者なのです。 

 一方、組織論の人たち、地方の中小企業、京セラの稲盛和夫さんとか、そういう人たち

ももちろん優秀な経営者であるので、どちらかがいい悪いではない、どちらかが優れてい

るという優劣でもないということになります。 

 これはうちのゼミ生たちにも毎回必ず聞くのですけれども、どっちが好きか嫌いか、も

しくはどっちが向いているかということなのです。経営資源、人、物、金、情報とブラン

ドの中の人について、Ａ、人財、宝だと考える、Ｂ、人材、材料、ツールだと考える、ど

っちですかとうちのゼミ生に聞くのです。Ａと回答したら、人財は大事だな、宝だな、育

てようというふうに考えると、これは理念経営を志向する会社であるということなのです。

Ｂというのは材料の材である、ツールですので、戦略経営を志向して、戦略によってその

戦略に合う人材を用意するということを考えるということです。 

 ちなみに、私は戦略経営ですから、論文では全て人材は材しか使いません。これは、う
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ちのゼミ生にもよく言うのですけれども、例えば自分は理念経営のほうが向いているが、

間違えて人材と考える会社に入ってしまった。わかりやすく言うと、人財というのが好き

なのだけれども、ユニクロに入ってしまったというと、馬車馬のごとく働かせれるわけで

す。そして、もし合わなければ切り捨てられる。私はずっとこの会社で定年まで働こうと

思っていたのに、みたいなことになるわけです。 

 一方、戦略経営の人たちですね、人柄は嫌いだけれども、ユニクロの戦略とか、柳井正

社長の戦略とか、孫正義社長の考え方がすばらしいと思って会社に入った。成長したらす

ぐやめる気だったのに、その会社から、君とは定年まで一緒にやっていこうと思われる会

社に入ると、不幸なわけですね。なので、うちのゼミ生には必ず、皆さんの志向と会社を

一致させましょう、ということをゼミの最初で言っております。これをやるといいことが

あるのです。離職率が極めて低い。自分の志向と会社の経営が合うわけです。なので、う

ちのゼミで言うと今までに 17 人就職をしておりますけれども、やめた人は１人だけです。

なので、３年以内の離職率というのは、うちのゼミで言うと十七、八％しかいません。世

間は大体３割ですので、ほとんどやめていないということです。志向と会社を一致させる

必要があるということです。 

 経営理念を重視するのが理念経営、戦略を重視するのが戦略経営だというだけの話です。 

 補足ですけれども、アカデミズムでは理念経営と戦略経営はきっちり分かれています。

日本経営学会というのがあるのです。一方、私は国際戦略経営研究学会です。戦略経営と

理念経営が分かれております。ところが、企業経営というのは実際は違うという話です。

理念経営を重視する会社でも戦略経営を一部取り入れているし、戦略経営を導入する会社

でも一部理念経営を取り入れるのは当たり前の話です。アカデミズムは、なぜかばしっと

分かれているというところがおもしろいところだなと思ったりもしております。 

 次に、この経営戦略論には二つの流れがあるということを踏まえた上で、それぞれの企

業の経営者が何を目指すのか、何を指標として経営をしていくのかということです。企業

の価値と呼ばれるものには、実は大きく分けて二つあるのです。一つが財務諸表を中心と

する見える資産です。売り上げだとか、従業員数、拠点の数、利益率、負債比率とかは財

務諸表がいいわけですね。かつ見える資産、数字で明らかになります。これは理由がある

のです。なぜかというとＡ社がＢ社に勝つというには、客観的に勝たなければならない。

何でというと、うちのほうが従業員数が多いのだとか、うちのほうが売上高が高いのだと

か、うちのほうが利益率が高いのだとか、そうすると有無を言わせず勝ったという状態が

わかるのです。なので、競争相手を想定して、競争相手に勝つことを考える競争論とか、

戦略経営では財務諸表、見える資産ということを非常に重要視します。だから、ユニクロ

も 10年後５兆円だ、ソフトバンクも利益率は何％だということを言うわけです。 

 一方、組織論の会社というのはどういうことかというと、別に利益を追い求めていませ

ん。渋沢栄一は、利益中心だとは決して言いません。もちろん利益は軽視しません。軽視

しませんが、会社は社会の公器だから利益中心ではない。したがって、従業員の満足度で



17 

 

あるだとか、働く人、そして地域の満足度、社会に対する満足度、そういったものを非常

に重要視します。顧客に対する満足度、売り手よし、買い手よし、世間よしの関係なので

す。顧客にだって満足を求めないといけません。顧客はお金をくれる相手だとは全然考え

ないのが理念経営の会社です。したがって、彼らは非財務諸表、見えない資産を重視しま

す。わかりやすく言うと、御社は何がすぐれていますか。うちは従業員のみんなから愛さ

れている会社だから強いのです。どうやってそれを証明しますかとなるわけです。アンケ

ートをとりました。いやいや、それは社長がアンケートをとっていて、うそを書いている

可能性があるじゃないですか、となるわけですね。うちの会社は強いのは何かと、地域か

ら愛されています。いやいや、地域から愛されているとなぜわかるのですか。いや、祭り

にたくさん来てくれます。それはただで物を配っているからじゃないですか。でも、見え

ない資産を重要視する、つまり非財務諸表、顧客満足度、従業員満足度、地域満足度、そ

ういったものを重視するのですね。したがって、ＣＳＲなんかも重要視する会社になると

いうことですね。これを踏まえておかないと、この話はできないです。 

 最後、結論に入っていきますけれども、こういうのを踏まえた上で、ＡＩも含めて今ま

でのＩｏＴの取り組みの多くはこういうことが言えます。これを導入したら生産性が２倍

になります、もしくは稼動率が 30％上がります、10人でやっていたものが８人でできます、

２人省人化できますと、これは数字ですよね。これは財務諸表です。経営戦略論の私から

見ると、多くのＩｏＴの取り組みというのは競争論なのです。これだけコスト削減できる

から導入しましょう、これだけ省力化できるから導入しましょうということです。競争論

的なアプローチです。競争論的なアプローチなので、当然のことながら競争論は株価を重

視します。株価を重視するということは短期間で利益を上げなければいけません。短期間

で利益を上げられる経営者がすばらしい経営者となりますから、アメリカ型の短期的な経

営を執行します。だから、半年で生産性が２倍になる、これを導入したら半年で稼動率が

30％上がりますなんてことを言うのです。それによって収益が上がるということを考える

のがビジネスモデルということです。つまり、半年で生産性が倍になるから、ＩｏＴを導

入しても費用対効果出ますよということですね。利益になりますよ。導入しませんかとい

うことです。1,000万円かかるのだけれども、半年でこれだけコスト削減できるから、導入

しませんかという売り文句になるのです。目に見える資産の価値の向上が目標値になると

いうことです。 

 このときに、競争戦略論で考えるビジネスモデルのアプローチとは何かというと、大き

く分けると二つあります。ＩｏＴを導入するとコストが下がります。コストは何かという

と、人件費とかの直接費用である場合もあるし、もう一つが先ほどから言っている生産性

が向上しますよ、もしくは稼動率が向上しますよということであって、結果として、総体

的に、もしくは間接的に費用が下がるということが考えられます。いずれにしろコスト削

減のために、ＩｏＴを導入しましょうという考え方です。 

 もう一つが売り上げの増加と呼ばれるものです。つまりＩｏＴを導入すれば売上高が
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10％上がりますよ、ＡＩを導入すれば売上高が 10％上がりますよということを考えるので、

ＩｏＴを導入しようと考えます。そのときに、今やっている事業にＩｏＴを導入すること

によって売上げが上がりますよという考え方であったり、もしくはＩｏＴを導入すること

で何か新しいビジネスをやろう、ＡＩをやることで新しいビジネスをやろうなんていうこ

とを考えることができます。大きく分けるとこの四つが考えられます。 

 今の世の中にあるＩｏＴのほとんどの事例はコストの削減です。直接的にコストを下げ

るか、間接的にコストを下げるかというのは別でありますが、いずれにしろほとんどがコ

スト削減です。岩手県でやっている取り組みは 99％がこれです。なので、別に論文の中で

も取り上げる必要がないというのが私の考え方です。 

 ＡＩ、ＩｏＴを導入して新しいビジネスを立ち上げましょうというのも多いです。いわ

ゆるベンチャー企業は、これで事業を立ち上げている会社が結構あります。 

 ところが、皆さん方が一番関心ある、既存の企業、下請協力企業で、今やっているビジ

ネスの付加価値が上がるかというと上がらないですね。この事例はほとんどありません。

私もほとんど見つけられておりません。ＩｏＴを導入して、直接的か間接的かでコスト削

減する事例は腐るほどあります。ＩｏＴやＡＩを使って新しいビジネスを立ち上げる、も

しくは新しい企業を立ち上げるという事例も、中小企業でたくさんあります。ところが、

ＩｏＴやＡＩを導入して既存の売上げをふやす、付加価値を高めるという考え方というの

はほとんどありません。だから、下請協力企業はいや応なしにやっています。親企業から

言われたからやりましょうということになります。平野製作所だってみずから望んでやっ

たわけではありません。東北精密だって東京エレクトロンが言ったからやるのです。コマ

ツがやったからやったのです。だって、下請中小企業にとってほとんど事例がないんです。 

 だから、下請中小企業として既存の売上高を伸ばすためにＩｏＴを導入しようという企

業はほとんどありません。ここが何とかして我々経営学者が事例を見つけないといけない

ところなのですが、これにトライしている中小企業の事例を１個だけ知っているのですが、

実は２年たっても売上高は伸びていません、受注単価が上がっていない。なので、なかな

か難しいのですが、でも、見つけたいということを飲み会をしながらよく言っております。

これをもし見つけることができれば、下請中小企業が親企業から言われて、つまり受動的

でないやり方で積極的に導入するということができるかもしれません。でも、ほとんどな

いというのが実態です。 

 ここまでだと競争論ですから、私の経営学の範疇です。私が冒頭に経営学の中には２種

類ありますという話をしましたが、実はどんどん調べていきますと、組織論側も結構ある

のです。 

 なぜこれに気づいたかというと、東京都の青梅市に武州工業という会社があるのですけ

れども、そこはＩｏＴをやっているのです。その会社は、もともとはコスト削減のために

ＩＴ化を進めていました。そして、ゴーンショックの中で生き残ったのです。ゴーンショ

ックの後に売上高を伸ばしました。今は、利益率が 12％ぐらいある会社なのです。自動車
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部品の会社です。非常に強い会社なのです。私が 10年ぐらい前に本を書いたときは、経営

者の林さんが、絶対にうちの会社の社内の写真を撮るなとか、これはうちの経営戦略だか

ら外には出したくない、うちは鎖国主義だとか、つまり、自分が考えた戦略でうまくもう

かっているのだから、何で人に教えないといけないのだと言っていたのです。 

 ところが、その社長の林さんから、日本で一番大切にしたい会社大賞をとりましたと連

絡が来たんです。日本で一番大切にしたい会社大賞というのは、経営組織論の企業を持ち

上げる賞なんですよね。今まで戦略経営だったのに、何でこっちに変わったのだろうと思

ったので、久しぶりにインタビューに行ったのです。そしたら、社長は人が変わったみた

いになって、これからは従業員の満足度を上げたり、働き方改革に即したＩｏＴを考えな

いといけないと急に言い出したのです。利益は後からついてくるものだから、まず収益を

求めてはいけない。うちの会社を中長期的に強くしていくためにやらないといけないのだ

と。この会社は、これから 100年のロードマップを考えていて、100年ぐらい続いた後の目

標が本当に会議室に書いてあるのですが、まさに中長期的経営ということになります。 

 何を言ったかというと、組織能力の向上なのだということです。その会社の社長、林さ

んが言っていたのは今までうちの会社は自分で考えてこなかった。言われたことだけやる

ような組織だった。自分で考える組織にしないといけない。そして、自分で考えて強い人

を育てて、強い組織をつくれば、必ず利益は後からついてくるのだと、私は還暦を越えて

から変わったんです、みたいな話なんです。そういうものなのだなと思いながら、いろい

ろ話しました。これって、組織論の考え方ですよね。結果その会社はこのＩｏＴを導入し

て、働き方改革を進めた結果、それまでパートで期間雇用だった人を全員正社員に切りか

えたのです。自動車部品でパートの多い会社というのは当然離職率も高いのです。女性も

多いのです。７割ぐらい女性なのですけれども、３年離職率が３％以下におさまっている。

それまで十七、八％だったのです。従業員が満足しているのです。結果的に人手不足も解

消しました。従業員の満足度が上がり、組織が活性化するわけです。そういうこともある

のだと思いました。 

 ほかにも従業員満足度だけではなくて顧客満足度の向上ということでやった企業もあり

ます。それは何かというと、マネキンをつくっている会社です。埼玉県の会社なのですが、

私も知らなかったのですけれども、マネキンをつくっている会社というのはアパレルメー

カーとかショップの人にポーズを一々とってもらわないといけないのです。服をきれいに

見せるマネキンのポーズというのがあるらしいのです。なので、マネキン屋に頻繁に打ち

合わせに行くらしいのです。そうしたら１個のマネキンをつくるのに二、三回往復しない

といけない。埼玉県の川越市の近くにある会社ですけれども、わざわざ埼玉県に足を運ぶ

のは大変なので、何とかできないかということになりました。私が行ってみたら２時間ぐ

らいかかったのですけれども、遠いなと思いました。そこでここの会社は何をやったかと

いうとＩｏＴでＶＲを使って、バーチャルでそれができるようにした。結果、顧客満足度

が上がったのです。売り上げには直接的に全然つながりません。でも、顧客満足度が上が
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ることによって、リピート率が上がったということです。まさにステークホルダーとの関

係を強化したのです。最初から利益を追い求めていないという事例が実態調査をしていく

うちに幾つか出てきたのです。 

 そう考えると、ＩｏＴというのはほとんどが競争論的アプローチで、ほとんどがコスト

削減のところを重視しています。もしくはせいぜいベンチャー企業の立ち上げとか、新規

事業の立ち上げでとまっています。ところが、組織論的アプローチというのもあるのでは

ないか。しかも、先ほども言いましたが、地域の中小企業のほとんどは組織論です。そこ

を考えると、例えば岩手県でＩｏＴを導入する、ＡＩを導入すると省力化できます、省人

化できますとなると、いやいや、そもそも人手不足だから人なんて減っては困るとなるわ

けです。しかも、省力化しても人を解雇できないし、そもそも解雇する気もありません。

なので、中小企業経営者の方に私はお話をしましたら、ＩｏＴで省力化できますというの

は魅力的じゃないと言っているのです。生産性が２倍に上がったって人を切ったら意味が

ないというのです。 

 でも、組織論的アプローチで言うと、従業員満足度が上がりますよ、お客さんの満足度

上がりますよ、ひいては人手不足も解消しますよというと、喜んで飛びつく経営者が地方

では結構多いです。まさに地方の中小企業にとっては、経営組織論的アプローチから導入

するというのもありではないのかというふうに今考えております。 

 ところが、なぜこういった二つのアプローチで考えることができないかというと、先ほ

どに戻りますが、学問的にはばさっと切れています。私は、この講演は学会では一回も発

表していません。言えないのです。だって組織論をすばらしいと言ってしまうわけです。

そんなことしたら、おまえは裏切ったのかみたいな感じです。多分２回目からは理事会に

呼ばれなくなるということですね。理事も退任させられるかもしれません。理事をやって

いると全国総会を誘致する力を持てるのです。なので、ぜひ誘致したいと思っているので

す。 

 でも、経営者的に言うとどちらでもいいわけですよ。どちらもありかもしれない。学会

は分かれているから、こういう考え方がないのです。経営者はどちらか一方に考えてもど

ちらでもいいわけですね。ＩｏＴが有効であることがわかればいいのです。 

 そう考えてみると、学会ではなくて経営者の視点に立つと、こういうふうにアプローチ

も大きく二つに分けられる。そして、戦略論的アプローチにはコスト削減があり、売上高

増加があり、コスト削減には直接的に費用を削減するのもあるし、間接的、総体的に費用

削減するのもあります。売上げ増加には新規の売上げやベンチャー企業を起こすのもあり

だし、事例は少ないけれども既存の売上げを上げるというのもある。ほかにも組織論でア

プローチする場合もあって、組織を活性化するか、もしくはステークホルダーの強化をす

るということ、ほかにも案があるかもしれません。 

 こういったことで考えると、今まで経営者がＩｏＴを導入しようとなると、競争戦略論

的アプローチしか考えなかったのです。ここしか示されなかった。ところが、私の今回の
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研究によって６個選択肢ができる。これを踏まえて考えると、特に岩手県の中小企業に、

経営組織論的アプローチでも私はいいのではないかなということもできるし、提案できる。

いずれにしても選択肢が多いと経営判断をする余地ができる。やっぱり選択肢がないとい

うのは経営者にとってはつらいわけです。選べない。これでは経営判断できないという状

態になりますので、選択肢をたくさんつくってあげることが重要なのかと考えております。 

 私としてはこの選択肢を幾つか提示できたということに意義がありますし、まだ政策的

に支援がないものもありますので、そういうことについては、ぜひ今後の委員会等でも議

論していただければありがたいと思っております。 

 長くなりましたが、以上で私からの報告を終わりにしたいと思います。御清聴どうもあ

りがとうございました。 

○千葉絢子委員長 近藤先生、貴重なお話ありがとうございました。 

 それでは、これより質疑と意見交換を行いたいと思います。ただいまのお話の内容に関

して、質疑、御意見等がありましたら、委員の皆様どうぞお願いいたします。 

○神﨑浩之委員 今日は本当にありがとうございました。岩手県の中小企業がどうやって

ＩｏＴに入っていくかということと、それから前半は中小企業がどうやって大企業と絡ん

でいくかというふうなお話をいただきました。 

 先生もおっしゃったように、今までＩｏＴとか５Ｇとかの話を聞くと、世界ではこうだ、

富士通ではこうだ、東芝ではこうだというような技術的な話ばかりで、実際に岩手県の企

業としてどういうふうにつながっていけるものかと思っていたのですけれども、最後のほ

うでは少し安心しながら聞いておりました。ＩｏＴ、ＡＩを使っていくということは省力

化につながるのだ。中小企業はどちらかというと戦略よりも組織論的な風土があるという

中で、上のほうばかりにいくと企業風土がミスマッチするようなことなのだけれども、実

は違うということで、これは岩手県の中小企業がこれからＩｏＴ化を進める上で整理して

選択していくことが必要だということがわかりました。 

 それで、大企業イコール戦略的経営だと私も思っていたのですけれども、パナソニック

も京セラもそうじゃないということがありました。 

 質問は、最初のほうなのですけれども、大企業と絡んでいく、例えばトヨタが来るとい

うときに、地場企業でトヨタ方式に接点を持つということは難しいのかと思ったりしてい

たのですけれども、オンリーワンと、それからナンバーワンという話があって、企業に取

り込まれてもいいのだという成功事例をいただきました。そういう場合に、岩手県の中小

企業がどうやってオンリーワンの技術をマッチングしていくか、どういう場面で今やられ

ている中小企業が大企業と絡んでいたのか、そのマッチングの場とか、そういうもののつ

くり方とかを先生からお聞きしたいと思います。 

○近藤信一参考人 御質問ありがとうございます。御理解としては神﨑浩之議員がおっし

ゃるとおりで問題ないかと思います。 

 御質問のところで言うと、これからの大企業は、要はいいものをより安く、より早くつ
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くるような下請中小企業がたくさんあるところに進出することはなくなってくると思いま

す。つまり、どういうことかというとデータ連携を前提として下請協力企業を使うという

ことになりますと、データ連携ができる素地を持っている中小企業がたくさんあるという

ことが逆に誘致のいいヒントになると思うのです。 

 そういう意味では、マッチングの前に、大企業を呼ぶためにも、岩手県には､発注先企業

がデータ連携をできるような下請中小企業、ＩｏＴ化を達成している下請中小企業はたく

さんありますということをもっと前面にアピールをした上で、例えば誘致活動をするだと

か、あと大企業とのマッチング活動をするだとかをやっていかなければいけないと思って

おりまして、私は今の県の誘致政策というものに対して、これを適用できないかなと考え

ております。今の県の誘致政策というのは、何かというと安くて低廉で優秀な人がいます

ということを言っているわけですね。 

 この前、久慈市で講演をさせていただいたときに、なぜ久慈市で縫製業が盛んなのかは、

女性活躍というのとは全然違いますという話をしたのです。そうしたら怒られました。こ

れは単純に、農家とか漁師の奥様方が昔働き場所がなかったからということなんですね。

御主人が、出稼ぎに行っていた。だからこそ働く場所としてそこしかないから低賃金でも

やめない、さらに我慢強いということで縫製業はできたわけです。もともと女性活躍の素

地なんか全然ないところなのです。もっと歴史的な経緯を見ましょうと講演で言ってしま

ったのです。それを岩手県は全部適用しているわけです、北上市で今もそれをやろうとし

ています。東芝でもそれをやろうとしている。結果、人が減っているのに低廉で優秀な人

がたくさんいますよと誘致する。企業が来て、全然いないじゃないかという話になる。ト

ヨタと東芝がかっさらっていって、結果人手不足になって中小企業に行けない。そういう

誘致の仕方はもうやめて、これからはデータ連携ができる中小企業がたくさんありますよ、

岩手県はそういうことが強い県ですよ、だから岩手県に進出しませんか、岩手県の中小企

業とマッチングしませんかというような政策に私は切りかわっていかないと、岩手県の中

小企業は、まさにデータ連携ができないとつまはじきになってしまうのではないか。結果

的に、岩手県にいる大企業もほとんど東京都と取り引きする可能性すら起こってきている

のではないかと私は危惧しております。 

○千葉絢子委員長 ほかに、よろしいでしょうか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○千葉絢子委員長 どうもありがとうございます。 

 では、ほかにないようですので、本日の調査はこれをもって終了したいと思います。 

 私から一言御礼申し上げたいと思います。近藤先生、本日はお忙しい中、貴重な話をい

ただきましてありがとうございます。 

 本日は理念経営と戦略経営の二つの経営理論の潮流をお聞きした上で、その中で下請型

の中小企業の自立化、それからＩｏＴ化、その大切さをお話いただいたと思います。企業

の考え方と、それから労働者が何を求めるかという考え方がマッチングしないことによっ
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て、県内各地で起こっている労働紛争とかの問題もこういったところに起因するのかと、

お話伺いながら感じた次第でございます。県の中小企業支援策で足らざる点もたくさん御

指摘いただきましたので、今後の議会活動の中で、我々もさまざまな政策提言として、先

生のお話を生かしていけたらと思った次第です。 

 また、岩手県の顧客満足度に当たる幸福度というものを 10年間の計画の中で重視をした

行政経営をしているさなかではありますけれども、理念経営として満足度を求めるという

岩手県の考え方に対して議論がかみ合わないと思うところもあるのかと、本日の講演を聞

いて私も視点をちょっと新たにしたところでございます。 

 最後にお話しいただいた誘致というのは、人材がいるというアピールではなく、データ

連携にこそ活路があるというのは非常によくわかりましたし、私も個人的には、女性活躍

を議会でもずっと取り上げておりまして、女性の労働力というものがどう見られているか

というのも、先生の御指摘は本当にそのとおりだと思っておりますので、今後我々も自信

を持って政策提言をさせていただければと思っております。本当にきょうは長い時間あり

がとうございました。 

 委員の皆様におかれましては、次回の委員会運営等について少々御相談がありますので、

このままお残りいただければと思います。 

 続いて、当委員会の県内調査についてでありますが、６月に実施することにしておりま

したが、昨今の新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえまして、さきに開催されま

した正副委員長会議において中止とする方針が確認をされたところであります。つきまし

ては、当委員会で６月に予定しております調査を中止することとしたいと思いますが、こ

の件に関して御異議ありませんでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○千葉絢子委員長 それでは、御異議なしと認めます。よって、当委員会の県内調査、６

月分は中止することといたしました。 

 続いて、８月に予定されております同じく当委員会の調査事項についてでありますが、

皆様の中から御意見などがありましたらお伺いしたいと思います。いかがでしょうか。 

   〔「委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

○千葉絢子委員長 では、委員長一任という声も上がりましたので、そのようにさせてい

ただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

   〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○千葉絢子委員長 御異議なしと認め、さよう決定いたしました。 

 以上をもちまして、本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれをもって散会いた

します。 


